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農水省の「開門反対作戦」が諫早湾をヘドロの海にする
大島弘三（諫早湾しおまねきの会）
2010年福岡高裁が諫早湾を5年間開門せよと判決し、昨年12月には開門が実現していたハズである。現実にはまだ、「開いていない。」
　農水省は「相反する二つの判決があり、どうすることも出来ない。」
と言っている。

　そこには彼らの周到な戦略による「開門反対作戦」があった。
１．経過
１－１　「相反する」二つの判決とは
（1） 福岡高裁
２０１０年１２月６日福岡高裁は「各排水門の常時開放請求は、防災上やむを得ない場合を除き認めることができる。ただし、代替工事に要する期間等を考慮すると、判決確定の日から３年間は開放を猶予し、５年間の期限付きで請求を認める。」(1)
との判決を言い渡し、１２月２０日国が控訴せず確定した。

（2） 長崎地裁
 　２０１３年１１月１２日長崎地裁は「ケース３－２開門の差し止めを求める請求は認容する。」との仮処分を言い渡した。
その判断の根拠を要旨の中で次のように述べている。
1． 農業用水を確保するための海水淡水化案等の事前対策は、国が行う蓋然性が高いとは認められない。
2． 地裁の判断は福岡高裁の判決と事実上矛盾する決定である。
なぜそうなったのか。福岡高裁では「排水門を開放しないことによる漁業権侵害の事実」を根拠に開門を決定したが、長崎地裁では国は漁業権の侵害を主張しなかった。

判決文から見ると福岡高裁と長崎地裁の判断が全く反対の、福岡の「開門」、長崎の「開門差し止め」である。
　そこで、長崎の干拓地営農者などが提訴した差し止めの仮処分の判決の理由を精査してみよう。

　その理由として、長崎地裁の裁判長は国の不作為を指摘している。

　国は海水淡水化などの事前対策をする気が無い。

この３年間の猶予の間に、開門調査の事前対策、工事を済ませる。これを農水省は「長崎県が反対して工事が出来なかった。」で逃げている

　さらに、長崎地裁の裁判の中で、被告の農水省は有明海の漁業被害を訴えなかった。原告の干拓地農民の「このまま開門したら畑に被害が出る。」という言い分が通ってしまった。
　老朽化した昔の堤防をそのままにして、代替の農業用水の手立てもせず、開門すれば被害が出るのは当たり前。それは農水省が裁判に勝つための筋書きであった。そのために、長崎県知事や干拓地の営農者、そして地元住民と称する諫早市長や県議会、市議会の取り巻き議員を煽り立ててのプロパガンダが展開された。

（３）裁判は永遠に続く

長崎地裁の原告は地元長崎の新旧干拓地の農民であり、長崎県が１００％出資している干拓農地の所有者である農業振興公社。被告は国、農水省である。この両者はもともと「国営諫早湾干拓事業」を推進して来た仲間であり、運命共同体でもある。彼らが原告、被告に分かれてやる裁判に元々意味は無い。つまり談合であり、ヤラセである。

確定した判決を「差し止め」と称して異議申し立てし、ひっくり返すことが出来るなら、この国では永久に裁判が続く。誰のために裁判所はあるのか。

誰のために憲法と法律はあるのか、三権分立とは飾りものなのか。

１－２　目的のためには手段を選ばず

農水省が仕掛けた開門阻止作戦の事例を紹介しよう。

（１）長崎地裁が指摘している、干拓地での開門調査の事前対策工事のサボリ。

福岡高裁が開門までに「３年間の猶予」を与えたのは、事前対策の工事などの為であり、この間に地元での説明や測量、工事期間に当てるための時間である。
彼らがこの間にやった事は何か。
一つは「開門アセス」そして「開門方法の提起」である。

開門したくない当事者が「開門したらこうなります。」という作文を書く。当然「開門したら被害が出ます。良い事はありません。」との結論になる。

そもそも開門が決まっているのに、アセスをやって「開門の是非」を論じてどうするのか。
この「アセスの結果」は、開門反対派の格好の切り札として、あらゆる機会に利用されることになる。

開門方法については、高裁判決にある「両排水門の常時開放」を素直に読めば、難しい開門方法は要らない。それを農水省は意図的に変更した。

調整池の水位は、現在管理されている上限（標高マイナス１m）を守り、排水した時にはこの水位をさらに２０cm下げた時点でストップする。

わずか２０cm水位を動かすだけの調査を「開門調査」だと称し、その結果「特に変化はありません。」というのが彼らの筋書きである。
（２）地裁での漁業の被害立証の不作為。
長崎地裁は「福岡高裁では漁業被害が排水門開放の根拠になったが、地裁では国はその事実を主張しなかった。」と判決要旨で述べている。
　農水省は意図的に開門を避ける行動を取り、敗訴するように仕向けた。

（3） 確定判決を守らない国
　２０１３年１２月２０日の開門期限を守らない国に対し、原告漁民は「間接強制」という手段で「法を守らない国は罰金を払え」という方法で開門を促した。その決定が２０１４年４月１２日に佐賀地裁で出された。「２ヶ月以内に両排水門を開放し、５年間継続せよ。」「もし出来ない時は、出来るまで原告一人あたり毎日１万円を支払え。」（原告は４９人）
　国はこれを不服として執行抗告を申し立て、最高裁まで争う構え。さらに制裁金の支払いを一時止めるための執行停止の手続きもとった。
　「開門はしない。全ては金で解決する。」

　　国の不遜な態度が事態をこじらせている。

　一方、国民世論を「どうせ金貰うとが目的たい。
今さら開門せんでもよかろうもん。」と誘導する。

司法の決定に従うのが憲法に定められた三権分立の大原則。これを守らない者は公務員はもちろん、国民は全て犯罪者である。
（4） 長崎県知事との共演
事前対策工事阻止の幕
農水省は徹底して長崎県知事をピエロに仕立て、開門反対劇場を演出している。
まずは「県知事のプロパガンダ」
県政だより、干拓地、潮受け堤防の掲示板、県のホームページなどの媒体を使った「開門すれば大変。」という宣伝、広報を県民に浸透する。(2)
そして農水省の出番である現地対策工事では、事前に工事現場の位置、日時を長崎県にお知らせして、「どうぞ、反対、阻止行動をして下さい。」とのヤラセによる劇場第一幕。そして第二幕では県選出国会議員全員と県会議員、諫早市議会議員の大半によるそろい踏み、「開門反対決起集会」である。

１－３　メディアの報道姿勢

　ここで重要な役割の一端を果たして来たメディアを取り上げよう。
　私はメディアとは本来、権力の監視役であると理解し、期待していた。しかし、期待は裏切られる。その事例が諫早湾でも相次いだ。
　「相反する司法判断」という枕詞の乱用。そして漁民対農民の作られた構図による対決。これらが紙面、あるいはアナウンサーの言葉に頻繁に登場する。
農水大臣が「相反する司法判断で困った。」と言えば、その言葉を検証もせず、いかにもその通り。と言わんばかりに誤った見解を報道する。報道すればすなはち、それがテレビ局や新聞社の見解となり、世論を誘導する。「NHKは公正だ。絶対ウソつかない。」と信じている人は、お上の言う事も絶対だ。
　紙面では、干拓地農民と有明の漁師を対決させ、両者の裁判を書き立てる。
　前述のように、司法の判断は決して対立しているのでは無い。長崎地裁も開門の必要性を否定している訳では無いのは自明である。

　我々は干拓地の農業も立派に出来る開門を求めている。決してその存在を否定あるいは無視しているのでは無い。

「農漁共存」がスローガンであり、関係者すべてが一堂に会した、公開された対話の場を私達は求めている。
２　市民活動の展開
２－１　裁判闘争との連携
　諫早では裁判が大きな役割をしている。しかし、裁判に勝てば全てが解決する訳でもない。特に今の安倍政権では、権力を握った者の言う通りにしろ。というスタンスで、地方の権力者までがこれをマネしている。

地方では、市民による主体的な行動の意識が弱く、市民活動と市民団体の組織が途上国並みに遅れている。勢い、全国の支援者と裁判にオンブされた形でイサハヤは進行している。
　形はどうであれ、干潟の回復、諫早湾と有明海の再生が究極のゴールである事に間違いない。青い地球を薄汚いドブ色にしたのは誰か。子供たちに問われて、その時答える者はこの世にいない。
　私達は今後も裁判闘争を機関車とし、市民活動との連携を密にしての戦いを継続する。
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佐賀地裁「間接強制」の意見陳述へ　20140307
２－２　街に出よう

　市民活動の原点は市民との対話であり、行動である。あらゆる機会を作って接触を図り、意見の交換を図る。私達にとっての一例が、毎月の諫早市本町商店街のポケットパークでの「リレートーク」である。

　参加したメンバーが思い思いに意見を述べる。時には学習会の案内ビラを配り、受け取る市民と意見を交わす。素直に受け取る人もいれば、「お前たち、いくら貰うとっとや。」と罵る輩もいる。
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リレートークの仲間　20130113
２－３　学習、集会で理論形成を

　私達にとっての武器は知識であり、理論であり、哲学と夢である。

　これをしっかり自分なりに抱き、かつ説明出来る考えを身につけておかなくてはならない。そして毎日の実践行動の中でこそ身につけることが出来る。年間を通して、十数回の各種の学習会、集会を企画、開催し、自らも参加して白髪の頭に叩き込む。
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　漁民の海上デモ　20140324

３　展望を開く

　私達のゴールは何か。それを明確にし、そこへ到達するための手段を話し合うことが毎日の日課である。基本となる現状を分析し、彼我の力量を量り、戦いの戦術を練る。
　自分だけが突っ走って、後ろを振り返ったらだれもいない、という愚かな事態は避けたい。
　内外の事例を参考に、井の中の蛙とならないように広くアンテナを張って、仲間に情報を提供しながら邁進して行きたい。
　韓国の順天（スンチョン）湾には毎年３００万人の観光客が訪ねている。諫早湾を開門すれば、これに匹敵する効果を期待出来る。
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　韓国・順天（スンチョン）湾　20081027
詳細は私のホームページ「ようこそ　諫早湾へ」を参照下さい。
http://www.geocities.jp/isahayabay/
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